
Ｒ 1 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項
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9
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○ ● ○ ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

H27 H28 H29 H30 R1

31 31 30 31 31

3 2 2 1 2

6 6 5 6 6

12 12 12 12 12

12 12 12 12 12

４．投入資源 （単位：千円）

通信運搬費

5

事業費増減の理由

使用料及び賃借料

42
（３０％以上増減の場合） 諸会議負担金 18

臨時嘱託等（人） 0.00

都市監査委員会負担金(全国、東北、県)

56

費用合計（①+②） 18,393 18,328 18,231 18,528 18,024 18,350

消耗品費

5

2.00 78

１人当たり単価 7,808 7,808 7,741 7,906 7,640 7,780

旅費

15,560 監査委員報酬 2,586

内
訳

正規職員（人） 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00

人件費　・・・　② 15,616 15,616 15,482 15,812 15,280

一般財源 2,777 2,712 2,749 2,716 2,744 2,790

その他特財

受益者負担

県支出金内
　
訳

国庫支出金

事業費の算出根拠（R1）

事業費　・・・　① 2,777 2,712 2,749 2,716 2,744 2,790

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

年　　度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

－
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2目標

実績

100.0% 100.0%
成
果
指
標

指標名称 ―
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

62 63
－

説明（算式等） 達成率 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 67 64 63 61

活
動
指
標

指標名称 監査実施件数（件）
年度 Ｈ26 Ｈ27

－
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 67 64 63 61 62 63

その他　（

対
象
指
標

指標名称 各課及び財政援助団体等
年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

対象とする各会計及び財政援助団体等の財務並びに経営管理につい
て、適正かつ効果的な執行であるかを主眼に監査事務を実施する。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

目
的

各会計及び財政的援助団体等の財務並びに経営管理の監査を行な
う。

事
業
内
容

法令により定められた権限に基づいて、市の財務に関する事務の執行
及び経営に係る事業の管理並びに財政援助団体等の監査を実施し、そ
の結果に関する報告を決定し、これを議会及び市長等に提出、公表す
る。

対
象

一般会計、特別会計、企業会計、財政援助団体、指定管理者団体の財
務及び経営管理

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

・地方自治法第１９５条～第２０２条、第２３３条第２項、第２３５条の２、第２４１条第５項　・地方公営企業法第２７条の２、第３０条第２項　・財政健全化法第３条第１項２項、第２２条第１項

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 ２款６項１目 監査委員運営事業費 予算コード 01-020601-0300

247

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

999-301-24
総
合
計
画

基本目標 担当課 監査委員会

政策名 担当者 金谷佳代

○財政健全化及び経営健全化審査意見書作成

例月出納検査（水道企業会計）　　　 

例月出納検査（一般会計・特別会計）

事務事業名 監査委員運営事業 事務事業コード

施策名 内線

法令根拠

○監査等実施状況

　摘　　　　要

指定管理者団体監査　　　　　　　　　 

財政援助団体監査　　　　　　　　　　　

定例監査（保育所・学校・在庫品検査含む）　　　

○決算審査意見書作成（一般会計・特別会計・水道事業会計）

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

999-301-24（H30実績評価）


